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（広告）

　サンリブくりえいと宗像で、写真撮影を含

めた申請受付を行います。申請からカードが

できるまでは約１カ月。受け渡しは市役所（市

民課窓口）で行います。

　当日会場で、マイナンバーの通知カードを

返納し、暗証番号（＊1）を提出。本人限定受取

郵便を確実に受領できる人は、郵送で受け取ることもできます。

（＊1）暗証番号＝数字４桁（３種類、同一でも可）と英数字混合で６

文字以上16 文字以下

期８月１日（水）～同５日（日）10:30 〜 19:00

所サンリブくりえいと宗像店・１階サービスカウンター前

対市民（同カードを初めて申請する本人）

料無料

【中・高生の居場所づくり】昼食作り、卓球、ネイルチップ、漫画本、手芸キット、ボードゲームなどで自由な時間を過ごしませんか。
期毎月第４日曜日 10:00 〜 17:00 所発達支援センター （メイトム宗像・別館） 対市内在住の中学生と高校生料無料問子ども育成課 ☎ （36） 1214

国民健康保険の認定証を持っている人 後期高齢者医療制度の認定証を持っている人

　８月１日（水）から有効の認定証が必要
な人は、８月中に国保医療課の窓口で申
請をしてください。
＊申請する月の初日から有効の認定証を発行します

　同制度の加入者は、更新の手続きは不要
です。
　引き続き非課税世帯の場合は、７月中に
８月以降有効の認定証を郵送します。

【主な変更点（左表参照）】
● 現役並み所得者（３割の一部負担金を支払っている
人）の適用区分が細分化されます
● 現役並み所得者Ⅰ・Ⅱに該当する人は、入院などで医
療費が高額になる場合、認定証を提示することができ
ます
＊現役並み所得者Ⅰ・Ⅱに該当する人で認定証が必要
な場合は、８月１日（水）以降に国保医療課の窓口で申
請してください
＊申請時に必要なもの＝▶︎被保険者証　▶︎印鑑
● 一般の適用区分の人は、外来上限額が 14,000 円から
18,000 円になります

問▶国民健康保険について＝国保医療課国民健康保険係 ☎（36）1363　▶後期高齢者医療について＝国保医療課後期高齢者医療係 ☎（36）1348

 ８月１日（水）〜８月５日（日）サンリブでマイナンバーカードの申請ができます

マイナちゃん

国民健康保険加入者（70歳以上）、後期高齢者医療制度加入者は
８月から高額療養費制度が変わります（住民税非課税世帯は除く）

【８月からの高額療養費自己負担限度額】

適用区分 外来
（個人ごと）

外来＋入院
（世帯ごと）

認定証
提示の有無

現役並み所得者　Ⅲ
（住民税課税所得

690万円以上）

25万 2,600円＋
（医療費ー 84万 2,000円）×１％

〔多数回 14万 100円〕
×

現役並み所得者　Ⅱ
（住民税課税所得 380万
円以上 690万円未満）

16万 7,400円＋
（医療費ー 55万 8,000円）×１％

〔多数回９万 3,000円〕
◯

現役並み所得者　Ⅰ
（住民税課税所得 145万
円以上 380万円未満）

8万 100円＋
（医療費ー 26万 7,000円）×１％

〔多数回４万 4,400円〕
◯

一般
（住民税非課税世帯を除く
課税所得 145万円未満）

1万 8,000円
（年間の上限

14万
4,000円）

５万 7,600円
〔多数回４万4,400円〕 ×

＊限度額認定証（以下、認定証）＝入院などで医療費が高額にな
る場合、医療機関の窓口で提示することで窓口負担額を限度
額までに抑えることができます

▶︎「通知カード」「カード交付申請書」（右記参照）

▶住民基本台帳カード

＊上記は持っている人のみ

●本人確認書類（①、②のいずれかの持参を）
①次のいずれか１点＝運転免許証、パスポートなど行
政機関が発行した顔写真付きの身分証明書

②次のいずれか２点＝健康保険証、後期高齢者医療保
険証、介護保険証、年金手帳、学生証など

＊上記の本人確認書類は、会場でコピーをとります

＊15 歳未満の人は保護者の同伴が必要

申請時に必要なもの

限度額適用認定証の更新について
有効期限は７月31日（火）です

国民健康保険・後期高齢者医療制度  に加入のみなさんへ

更新手続必要
更新手続不要

問市民課 ☎（36）1126
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＊過去 12カ月以内に３回以上限度額に達した場合、４回目から多数回に該当し、
　限度額が下がります

見本


